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広島県行政管理室長の伊達でございます。石原先生

の言葉で訳しますと、“広島県行政変えない室長”の

伊達でございます。いい示唆をいただきました。知事

と協議して、来年度から行政経営室というように改名

を検討したいと思います。

広島県で、ここ５～６年で取り組んでいる事項を中

心に、「簡素で効率的な県庁をめざして」と題しまし

て発表させていただきます。しばらくの間、おつき合

いください。

本県では、平成16年に県政を取り巻く環境の変化、

さまざまな環境変化に対応すべく、「広島県分権改革

推進プログラム」というものを策定いたしております。

これは、三部策になっております。

分権改革推進計画ですが、これについては我々とし

ては47都道府県の最先端を行っていると自負している

部分でございます。これは、はっきり言いまして、現

在の中央集権の行政システムというのが制度疲労を起

こしている、県民、市民、町民の皆さんの悩み、身近
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な問題は一番近くの行政体、一番近くの政府が解決す

べきだという仕組みをつくるべきだと。では、何のた

めにやるか。人や金を落とすためではなくて、一番の

目標としているのは、この分権システムをつくるとい

うことです。

手前味噌ですが、全国でもこのような形で三部策で

つくっているところは、まずないのではないかと思っ

ております。

具体的な内容としては、国から権限を都道府県がい

ただき、県の事務権限は市町に移譲するということで

す。広島県は、自治権を有する広域団体（道州）を目

指していくのが第１の目標です。もちろん、ここに至

るまで、官民の役割分担をきれいに整理しながら、な

おかつ、官の中でも権限を移譲させ、できる限り身近

なことは市町で解決していただこうということです。

第二次行政システム改革推進計画の第１は、分権型

行政システムの構築です。これは官民の私領域、公領

域の役割分担を変化させようということを前提に、国、

県、市町で担当する業務をそれぞれ組み替えていこう

という取組です。スリムな県庁の構築ですが、県は、

より広域的な団体として、①市町（基礎自治体）の補

完をしていく、②先導的な取組をやっていく、③連絡

調整機能を果たしていく、この三つの機能を発揮でき

る広域自治体をめざし、そのために権限を移譲し、県

はシェイプアップしていこうということです。県民起

点、生活重視というのは、代表的には、施策点検シス

テムの導入、積極的な情報公開、あるいはパブリック

コメント制度の導入などになっております。

分権プログラムの時代認識ですが、①少子高齢・人

口減少社会への対応、②成熟・グローバル経済社会へ

の対応、③分権・地域協働社会をつくる、この三つの

時代認識のもとにスタートをしております。

広島県の人口、平成10年から減少に入っております。

国立社会保障・人口問題研究所の推計では、平成47年

あたりでは、17年から比較して、約50万人の人口が減

少し労働力不足、経済成長のスローダウン、いろいろ

な問題が起きてくると言われています。

グローバル化の進展では、広島港を中心とするコン

テナの取扱量を例として挙げていますが、アジア経済

の活性化の中、本県の重厚長大な経済も持ち直しまし

た。それはコンテナ取扱量に表れています。この５年

間で、取扱量は約倍になっています。これは一つのグ

ローバルな経済社会の指標であるとは思いますが、ア

メリカのサブプライムローンがファンドになって世界

を駆け巡ると、これだけ一斉に景気が浮き沈みすると

いうグローバルな経済社会を想定しております。
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平成15年２月以前、県内には86市町村がありました。

これが現在23。市町村の減少率では日本一です。平成

15年２月の福山市と内海町、新市町の合併を皮切りに、

18年３月、福山市と神辺町が合併、23市町になってい

ます。これが先ほど申し上げました、合併の推進と権

限移譲の推進ということになります。

わが県も未曾有の財政難にありまして、毎年、約

600億円の財源不足が見込まれております。人件費を

含む内部経費の努力、施策の見直しでも600億円のう

ち300億円くらいしか切り詰められません。財政調整

基金等を取り崩しても、なお足りない部分については

行政改革推進債で補っています。今朝の報道では、総

務大臣は赤字地方債を認める方向で検討していると表

明をしておりましたが、通常、行政改革推進債はハー

ドに充当するというのが原則です。減収補てん債を考

えていくのは、相当に厳しい状況の中で発動されるも

ので、今後もなお厳しい財政状況は続くと考えており

ます。

権限移譲は進んでおります。特徴的な例を挙げてご

紹介いたします。

まず、福祉事務所。県内には九つの町しかありませ

んが、平成19年４月現在で５町に設置されています。

20年４月１日に向けて、あとの４町でも設置準備をさ

れています。

旅券の申請受理・交付ですが、パスポートは県庁に

来ても、もう取れません。そのかわり、23の市町でパ

スポートがとれる。全体の社会的費用がどちらが安い

か、皆さんの懐のことを考えますと、近隣の町でパス

ポートがとれるほうが重要なのだろうと思います。

それと、地方港湾や漁港の管理者を順次、市町に移

譲。建築確認は20年４月、三原市、尾道市、廿日市市

に移譲し、人口カバー率でほぼ８割のエリアで市で

やっていただくという状況です。

道路の権限移譲は、道路法に基づく権限も含めて昨

年10月、三次市に権限移譲しました。あとの市町につ
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いても、現在、県道の維持補修を行っていただいてい

ます。平成20年の４月までに65％、さらに計画期間の

最後の21年度には、計画の80％超のものが市町のほう

に移譲されるという見込みであります。

県の職員削減数ですが、平成11～18年度で見ますと

全国６位の削減率です。平成11～19年まで1,200人の

職員を削減しています。石原先生のお話にもございま

したが、かなり汲々な職場環境を強いています。さら

に、あと２年間で700人に及ぶ職員削減を行っていく

計画です。

民間委託の推進は、「民間でできることは民間へ」

としまして、平成16年に現業を抜本見直ししました。

現在、本県には現業職員はおらず、現業業務の抜本見

直し後、必要なものについては、民間委託するとして

います。

指定管理者制度は、今の時点で150余り施設に指定

管理者制度を導入しております。平成20年度において

は、学芸員がおり独自の領域を形成していた美術館な

ども指定管理を導入してまいりたいと。そうしますと

合計して160くらいの施設で導入される予定です。

自動車税の申告受付、統計調査業務なども民間委託

して、効果も出しております。

昨年度、事務事業の総点検を実施いたしました。公

共サービスを官民どちらが受け持つのか、あるいはど

のようなパートナーシップを組めるのか、行政の内部

でも国、県、市町、誰がやるべきなのかというような

視点で事務の総点検を行いました。結果として、

2,610の全事務事業を点検、1,192の見直しを行ってお

ります。人件費を含めたトータルコストで一般財源

ベースで199億円の効果を見込んでおります。人員削

減もこの事務事業の見直しで約770人役は落とせると

いうことになっています。

総務事務の見直しですが、来年から、給与や旅費の

申請を一つのシステムでできるようにします。当面、

知事部局等の6,600人、22年度から警察本部を入れて

１万人以上の職員がこのシステムを利用する予定とな

っております。システムを運用する総務事務センター

（仮称）をつくりますが、ここも人材派遣で運用して

いきたいと思っています。

これは（資料20）ＣＦＯ機能の導入です。それとサ

ービサーの利用。石原先生のお話にもあったように、

出る（いづる）を制すことも大切ですが、入るものを

必ず、確実に取っていくということも必要であると思

っています。

広島県の行財政改革は、人減らし、金減らしだけを

目的としているのではなく、このような総合計画の柱
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を持っています。これらの施策を充実させ、県民の皆

さんに住んでよかったと実感されるような広島県を目

指して、このような行財政改革を、今後も果断に進め

てまいりたいと思っております。ご清聴ありがとうご

ざいました。
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